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22１．IPO概要

出所：東京証券取引所終値価格を基に、本資産運用会社により作成

上場日 ２０１６年７月２９日

発行価格 ９２，０００円/口

募集投資口数
国内一般募集 ８８，５００口
第三者割当による新投資口発行数 ４６８口

オファリング総額 ８，１８５，０５６，０００円

証券コード ３４７０

主幹事証券会社 ＳＭＢＣ日興証券

引受証券会社 みずほ証券／野村證券

マリモ セイムボート出資(１) : １１.０％

発行済投資口数 : ９０，９６８口

算出方法：分配金利回りは、第２期予想分配金（３,２１０円）を基に、算出しています。Jリート平均分配金
利回りは、当期予想分配金÷投資口価格にて算出しています。

１０．０%
９．０%
８．０%
７．０%
６．０%
５．０%
４．０%
３．０%
２．０%
１．０%
０．０%

（１）発行済投資口数に対するマリモ保有口数の割合は、小数点第1位を四捨五入しています。
（２）２０１６年７月２９日の東証ＲＥＩＴ指数及び本投資法人の終値を１００として指数化
（３）ARES J-REIT Databookより引用
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（１）「総合型収益不動産」とは、賃料等の収益の創出を見込むことができる、レジデンス、商業施設、ホテル、オフィス及び駐車場の総称をいいます。

２．本投資法人の特徴 ～インベストメントハイライト～

１
基本理念の実現

� 各地方の総合型収益不動産（１）への投資を通じて、東京一極集中の是正を目指した「まちの活性化」「雇用の創
出」及び「地域経済の活性化」を実現し、「地方から日本を強くしていく」という基本理念の実現を目指す。

２

「収益性と安定性の確保」と「投資主価値の向上」を目指した運用

� 地方を中心としたポートフォリオを構築することにより、東京圏中心のポートフォリオより「相対的に高い投資利回り」
かつ「安定的な収益」の確保と運用資産の確実な成長を志向し、投資主価値の中長期にわたる向上を目指す。

� 地方の不動産に関する多彩なノウハウを有するマリモを活用し、安定したレジデンス、まちの活性化につながるとと
もにマリモの市街地再開発事業による取得を期待することができる地域密着型の商業施設、その他ホテル、オフィ
ス、駐車場など用途分散を図った総合型ポートフォリオを構築することにより、安定したCFの確保を目指す。

３

マリモ、リビタ及び地域金融機関によるサポート体制構築

� 地方を熟知したマリモと、リノベーション事業を行うリビタの優先的売買交渉権の付与、ウエアハウジング機能のほ
か、サポート協定を締結した各地の地域金融機関であるサポート会社から物件情報の提供を受け、当該サポート
体制を活用することにより、運用資産の確実な成長を目指す。



44２．本投資法人の特徴 ～スポンサー マリモの概要～

市街地再開発事業のレジデンス部分以外を本投資法人が保有することにより、マリモとのシナジー効果を発揮市街地再開発事業のレジデンス部分以外を本投資法人が保有することにより、マリモとのシナジー効果を発揮

１９７０年の創業以来、４６期連続黒字を達成
社名 株式会社マリモ 売上高（単体） ４７４億円（２０１６年７月期）

本社所在地 広島市西区庚午北１－１７－２３ 従業員 ２７１名（２０１６年７月末）

設立 １９７０年９月
事業内容

分譲住宅企画・開発・監理・
販売・不動産流動化事業展開エリア 日本、中国、マレーシア、フィリピン等

市街地再開発実績（２０１０年～）１１棟７９５戸

・ポレスタータワー高田（新潟県上越市）

・ポレスター長野大通り（長野県長野市）

・ポレスター中市セントラルシティ（山口県山口市）

・ポレスター栄タワーレジデンス（長崎県佐世保市）

・ポレスター常盤タワーレジデンス（長崎県佐世保市）

・ポレスターけやき大通り（和歌山県和歌山市）

・ポレスター掛川ステーションレジデンス（静岡県掛川市）

・ポレスター小山タワーレジデンス（栃木県小山市）

・ポレスター新町プレミアムステージ（青森県青森市）

・ポレスター古川プレミアムレジデンス（青森県青森市）

・ポレスター太田駅前サウスレジデンス（群馬県太田市）

・神奈川県秦野市

・埼玉県鴻巣市

・兵庫県姫路市

・熊本県熊本市

・神奈川県海老名市

・滋賀県守山市

・山形県酒田市

今後の事業予定

・神奈川県秦野市

・埼玉県鴻巣市

・兵庫県姫路市

・熊本県熊本市

・神奈川県海老名市

・滋賀県守山市

・山形県酒田市

合計 ７棟８０４戸（予定）（２）

収益不動産及び収益用開発用地の保有状況（２０１６年３月末時点）

約３９０億円(１)・５８物件

(１）取得価格ベースで算出しています。

「安定性」「収益性」「エリア」などを鑑み、本リート物件を選択

１６１.７億円・１７物件

(２）現時点において、各物件の分譲戸数が確定していないため、各物件の総戸数の合計で表記しています。



55２．本投資法人の特徴 ～スポンサー マリモの概要～

分譲マンション開発実績(２０１６年１２月末現在）

全国４０都道府県 １３０都市

３５３棟 ２２,４７３戸

分譲マンション開発実績(２０１６年１２月末現在）

全国４０都道府県 １３０都市

３５３棟 ２２,４７３戸



66２．本投資法人の特徴 ～スポンサー・サポート会社の体制～

資産運用会社への出資

マリモHD９１％ リビタ５％

三重銀行２.５％ みちのく銀行１.５％

ファイナンスに

関する助言・補助

ＰＭ業務

リーシングサポート

物件情報の提供（１）

優先的物件情報の提供

ウェアハウジング機能

賃料固定型ＭＬ

優先的売買交渉権の付与

三重銀行

関西アーバン銀行

中国銀行

東京スター銀行

足利銀行

広島銀行

マリモ地方創生リート投資法人

セイムボート出資

CMサポート

保有資産の再生サポート

バックアップ業務

人材確保支援

商標の使用許諾（２）

(１） みちのく銀行、中国銀行、広島銀行及び足利銀行については、各行の判断により、任意で、物件情報の提供を行うものとされています。
(２）商標の使用許諾は、東京スター銀行も含みます。

新

スポンサー サポート会社

みちのく銀行

新



77２．本投資法人の特徴 ～ポートフォリオ構築方針～

地方 ７０％以上
地方都市 東京圏を除いた人口２０万人以上の都市

その他地域 地方都市及び東京圏を除いた全国の地域

東京圏３０％以下 東京都、神奈川県、千葉県及び埼玉県

地域別

投資比率（１）

地域別

投資比率（１）

レジデンスと商業施設を中心としたポートフォリオを構築しつつ、

ホテル、オフィス及び駐車場へも投資

レジデンスと商業施設を中心としたポートフォリオを構築しつつ、

ホテル、オフィス及び駐車場へも投資

投資対象投資対象

(１）取得価格ベースで算出



88３．第1期決算概要 ～第１期（２０１６年１２月期）ハイライト～

財務内容 資産状況 １口当たり分配金（１）

総資産LTV 取得価格合計（２） 第１期予想
（上場時公表）

５０．０％ １６１．７０億円 ５７６円

調達金利(加重平均) 鑑定評価額 第１期実績
（今回公表）

０．７５％ １８７．１３億円 ９７７円

平均残存期間 鑑定NOI利回り（３) 第２期予想
（上場時公表）

３．６年 ６．９８％ ３，１４８円

長期借入金比率 平均稼働率（４） 第２期予想
（今回公表）

８７．５％ ９８．６％ ３，２１０円

１口当たりNAV(５) 物件数 第３期予想
（今回公表）

１１４，６５５円 １７物件 ３，２０３円

(１）「１口当たり分配金」には、利益超過分配額も含まれています。
(２）「取得価格合計」は、各物件の売買代金（消費税及び地方消費税並びに売買手数料等の諸費用を含みません。）の百万円未満を切り捨て、各物件の合計を記載しています。
(3）「鑑定NOI利回り」は、鑑定NOIを取得価格で除して本資産運用会社が算出した数値を、小数第2位を四捨五入して記載しています。
(4）「平均稼働率」は、2016年12月31日現在における、総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合について、小数第2位を四捨五入して記載しています。
(5）「1口当たりNAV」は、（純資産＋鑑定評価額-帳簿価格）÷発行済み投資口数にて算出しています。

約７０％UP

約２％UP
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第１期
上場時予想(１)

(a)

第１期
実績

(b)

差異

(b)-(a)
第１期予想と実績の差異要因

営業収益
（百万円） ６０３ ６０８ +４

●営業収益の増加＋４
稼働率上昇による賃料増＋４

●営業費用の減少▲１７
修繕費＋３
その他▲２０

●営業外費用の減少▲１７
投資口交付費▲１２
その他営業外費用▲５

営業利益
（百万円） ３０４ ３２６ +２２
経常利益
（百万円） １１ ５１ +３９

当期利益
（百万円）

１１ ４９ +３８

１口当たり分配金（円）
（利益超過分配を含む） ５７６ ９７７ +４０１

１口当たり分配金（円）
（利益超過分配を含まない）

１２５ ５４５ +４２０

１口当たり利益超過分配金（円）

４５１ ４３２ ▲１９

３．第１期決算概要 ～第１期（２０１６年１２月期）予想と実績～

(１）２０１６年７月２９日発表



1010３．第１期決算概要 ～第１期（２０１６年１２月期）予想と実績の差異要因～

当期利益（百万円）の予実差異要因当期利益（百万円）の予実差異要因



1111４．第１期運用実績 ～稼働率推移～

平均稼働率は安定的かつ堅調に推移

ポートフォリオ全体平均稼働率

上場時 ９８．１％ → 第１期末（２０１６年１２月末） ９８．６％

ポートフォリオ全体平均稼働率

上場時 ９８．１％ → 第１期末（２０１６年１２月末） ９８．６％

ポートフォリオ全体期中平均稼働率

９８．６％

％



1212４．第１期運用実績 ～収益向上への取り組み① レジデンス～

アルティザ都筑中央公園 アルティザ相武台

低稼働案件の集中的なリーシングアプローチ
１）地元不動産業者への足を使った日々の営業活動
２）専有部バリューアップ工事実施

低稼働案件の集中的なリーシングアプローチ
１）地元不動産業者への足を使った日々の営業活動
２）専有部バリューアップ工事実施

短期間で稼働率向上を実現短期間で稼働率向上を実現

マリモとのリレーションにより稼働率を向上

１００.０
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専有部のバリューアップ（アルティザ都筑中央公園）

４．第１期運用実績 ～収益向上への取り組み② レジデンス～

Ｎｏ 工事内容 工事完了後空室期間

事例① 洗面台・キッチン交換・フローリング張替え等 ０日

事例② エアコン設置・浴室リニューアル工事等 １２日

事例③ 洗面台・キッチン交換・フローリング張替え等 ３３日

Before
After

耐久性・防汚性向上の床材
水廻りの付帯設備の新規交換
耐久性・防汚性向上の床材
水廻りの付帯設備の新規交換

物件競争力の維持・向上物件競争力の維持・向上



1414４．第１期運用実績 ～収益向上への取り組み③ レジデンス～

収入増加への取り組み

テナント退去後の賃料増減テナント退去後の賃料増減 駐車場の稼働率向上駐車場の稼働率向上

未稼働部分を駐車場運営業者にサブリース

サブリース台数１５台 年間１４５.２万円増

駐車場稼働率(１) ２０１６年４月末 １２月末

アルティザ仙台花京院 ７９.８％ ９１.５％
アルティザ上前津 １４.３％ １００.０％

収益の向上収益の向上

アルティザ仙台花京院 アルティザ上前津

(１)駐車場稼働率は台数ベースで算出しています。

賃料増額

据置



1515５．今後の成長戦略 ～外部成長 資産規模の拡大～

スポンサーパイプラインを活用した継続的な外部成長の追及

１６１.７ １６１.７

５００
３３８.３

５００

５年後
（２０２１年８月）

３年後
（２０１９年８月）

上場時
（２０１６年７月２９日）

５００

１）全国７拠点体制のマリモと連携し、全国から集まる物件情報を共有（定例ミーティングの実施）１）全国７拠点体制のマリモと連携し、全国から集まる物件情報を共有（定例ミーティングの実施）

２）スポンサーのウェアハウジング機能や優先的売買交渉権を活用した物件の取得２）スポンサーのウェアハウジング機能や優先的売買交渉権を活用した物件の取得

３）地主及び商業テナントダイレクトアプローチによる物件情報の取得３）地主及び商業テナントダイレクトアプローチによる物件情報の取得
１,０００

４）サポート会社(地域金融機関)を活用した物件情報の取得４）サポート会社(地域金融機関)を活用した物件情報の取得

３年後５００億円、５年後１,０００億円を目指す３年後５００億円、５年後１,０００億円を目指す

(注）上記はあくまで目標であり、実際の資産規模の推移を保証するものではありません。



1616５．今後の成長戦略 ～外部成長 優先的売買交渉権～

ACTYくまもと
所在地：熊本県熊本市
竣工：２００８年１０月
延床：１８，０８３．１２㎡

アルティザ上前津Ⅱ
所在地：愛知県名古屋市
竣工：２０１６年２月
延床：２，０２２．９９㎡

アルティザ東別院

所在地：愛知県名古屋市
竣工：２０１６年３月
延床：１，７４９．７６㎡

アルティザ東島田

所在地：岡山県岡山市
竣工：２０１６年１２月
延床：１，８４５.２７㎡

レジデンス

商業施設商業施設 ホテルホテル

（仮称）アルティザ千代田
所在地：愛知県名古屋市
竣工：２０１７年８月（予定）
延床：２，４９９．０４㎡（予定）

[No photo]
開発中

[No photo]
改修中

（仮称）リソルホテル京都
所在地：京都府京都市
竣工：２０１８年１月（予定）
延床：４，４８７．３７㎡（予定）

HATCHi金沢
所在地：石川県金沢市
開業：２０１６年３月
ベッド数：９４ベッド

（仮称）金沢上堤町PJ
所在地：石川県金沢市
開業：２０１７年８月（予定）
ベッド数：１８８ベッド（予定）

（注）本ページに記載されている物件について、本書の日付時点において、本投資法人が取得を決定している事実はなく、取得できる保証はありません。
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専有部
修繕費・資本的支出を有効活用し、競争力の維
持・向上

専有部
修繕費・資本的支出を有効活用し、競争力の維
持・向上

５．今後の成長戦略 ～内部成長 今後の施策～

～収益率向上に向けた取り組み～
� 専有部のバリューアップによる資産価値及び収益性の向上
� コスト削減によるNOIの向上
� 収益最大化に向けた未消化容積部分の活用

～収益率向上に向けた取り組み～
� 専有部のバリューアップによる資産価値及び収益性の向上
� コスト削減によるNOIの向上
� 収益最大化に向けた未消化容積部分の活用

電気料金の削減
レジデンス５物件、商業施設１物件にて新電力へ
の切替えを実施予定

電力小売事業者の試算ベースで、本投資法人
の年間削減率約１２％、削減額約９３万円予定

電気料金の削減
レジデンス５物件、商業施設１物件にて新電力へ
の切替えを実施予定

電力小売事業者の試算ベースで、本投資法人
の年間削減率約１２％、削減額約９３万円予定

バリューアップ工事バリューアップ工事 コスト削減コスト削減

ガス会社切替えによるガス料金の削減
２０１７年４月ガス小売り全面自由化により、アル
ティザ仙台花京院のガス会社を変更予定

ガス会社から受領する収入＋４％、入居者のコスト
負担▲４％（試算ベース）、ガス設備等の維持・更新コ
スト減予定

ガス会社切替えによるガス料金の削減
２０１７年４月ガス小売り全面自由化により、アル
ティザ仙台花京院のガス会社を変更予定

ガス会社から受領する収入＋４％、入居者のコスト
負担▲４％（試算ベース）、ガス設備等の維持・更新コ
スト減予定

Before After

共用部
計画修繕・大規模修繕工事を適時検討し、資
産価値の維持・向上

共用部
計画修繕・大規模修繕工事を適時検討し、資
産価値の維持・向上

Image
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収益最大化に向けた未消化容積部分活用への取り組み

ＭＲＲおおむたＭＲＲおおむた

９棟目増築を検証

マリモのスポンサーサポートを活用し、９棟目
開発計画・建築・リーシングを検討

一部土地をマリモへ賃貸し、未消化容積部分
に３０～６０坪の建物を増築予定

増築後、テナント入居を条件に取得予定

収益の向上

想定スケジュール（１）

平成２９年２月～３月：テナントリーシング
平成２９年４月～５月：計画決定
平成２９年６月～８月：許認可・増築工事

９棟目増築を検証

マリモのスポンサーサポートを活用し、９棟目
開発計画・建築・リーシングを検討

一部土地をマリモへ賃貸し、未消化容積部分
に３０～６０坪の建物を増築予定

増築後、テナント入居を条件に取得予定

収益の向上

想定スケジュール（１）

平成２９年２月～３月：テナントリーシング
平成２９年４月～５月：計画決定
平成２９年６月～８月：許認可・増築工事

５．今後の成長戦略 ～内部成長 有効活用～

（１）現時点においては、計画段階であり、実現を確約するものではありません。本計画は本投資法人及び本資産運用会社において、意思決定したものではなく、決定した場合にはすみやかに公表する予定です。
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８,７１１ ８,７１１

０

３,０００

６,０００

９,０００

１２,０００

５．今後の成長戦略 ～内部成長 レントギャップ～

出所：CBRE「ジャパンオフィスマーケットレビュー」を基に、本資産運用会社にて作成

福岡市内のオフィスマーケットは好調に推移

（１）ＥＶホール部分等除いた実質賃貸可能面積で算出しています。

プレスト博多祇園ビル（福岡市博多区祇園町）プレスト博多祇園ビル（福岡市博多区祇園町）

１,０００～
２,０００/坪

現時点

定期借家契約満了後の
リーシングにて（予定）

２０２０年５月以降

坪単価

坪単価[円]

� 前々所有者がそのままテナントとして入居
� １棟貸しの定期借家契約締結

契約満了後、祇園町の賃料相場にて
リーシング予定

定期借家契約内容

・契約期間：２０１５年４月２７日より５年間
・中途解約不可（残期間分の賃料全額払いにより解約可）

・賃貸面積：１９３１.４７㎡ ８，７１１円/坪（１）

[円]



2020５．今後の成長戦略 ～財務戦略 借入状況（２０１６年12月末時点）～

【借入状況】

固定

５２．５%
変動

４７．５%

（単位：百万円）

※百万円未満を切捨てています。

長期

８７．５％

短期

１２．５%

区分 区分
第１期末
借入残高

第２期
返済額
（予定）

第２期末
借入残高
（予想）

変動・固定 借入金利 借入日 返済日 摘要

短期
株式会社三井住友銀行をアレンジャー

とする協調融資団

株式会社三井住友銀行
株式会社広島銀行

三井住友信託銀行株式会社
株式会社福岡銀行
株式会社三重銀行
株式会社新生銀行
株式会社中国銀行
株式会社りそな銀行

１,１８８ ４７８ ７１０ 変動
３M TIBOR
＋０．２％

２０１６年８月１日 ２０１７年８月１日 無担保・無保証

長期 ３,３３０ - ３,３３０ 変動
３M TIBOR
＋０．６％

２０１６年８月１日 ２０１９年８月１日 無担保・無保証

長期 ３,５００ - ３,５００ 固定 ０．８６６６９% ２０１６年８月１日 ２０２１年８月２日 無担保・無保証

長期 １,４９３ １５ １,４７８ 固定 １．０９９０８% ２０１６年８月１日 ２０２３年８月１日 無担保・無保証

合計 ９,５１１ ４９３ ９,０１８

借入先の分散状況借入先の分散状況 長期負債比率長期負債比率 固定金利比率固定金利比率



2121５．今後の成長戦略 ～財務戦略 総資産ＬＴＶ（１）・返済期限の分布（２）～

（１）第２期予想、第３期予想については、実現を保証するものではありません。
（２）第１期末の借入状況に基づく総定額を記載しています。

総資産ＬＴＶ総資産ＬＴＶ

返済期限の分布 第２期～第１１期返済期限の分布 第２期～第１１期

５２．０%

５０．０%

４８．０%

４６．０%

４４．０%

４２．０%

４０．０%
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利益超過分配方針
資本的支出、経済環境、不動産市況、財務状況、借入金の返済、新規物件取得資金など
様々な角度から最適なキャッシュマネジメントを検証

５．今後の成長戦略 ～財務戦略 利益超過分配～

利益超過分配の上限額 減価償却費の３０％以下かつペイアウトレシオ７５％以下利益超過分配の上限額 減価償却費の３０％以下かつペイアウトレシオ７５％以下

４９百万円

４２５百万円

１３２百万円６０８百万円

４９百万円

３９百万円



2323５．今後の成長戦略 財務戦略～IR活動の実績～

【不動産投資&マネジメント
フォーラム２０１６秋】

� ２０１６年１０月２６日開催
� 総合ユニコム主催
� パネルディスカッション
� （司会：KPMG パネリスト：ケネディクス、

ハイトマン、アセットマネジメントONE）

【不動産投資&マネジメント
フォーラム２０１６秋】

� ２０１６年１０月２６日開催
� 総合ユニコム主催
� パネルディスカッション
� （司会：KPMG パネリスト：ケネディクス、

ハイトマン、アセットマネジメントONE）

【ARES・東証共催個人投資家の
ためのJリートフェア２０１６】

� ２０１６年１１月２６日開催
� ARES・東京証券取引所共同主催
� 約１６００名来場

【ARES・東証共催個人投資家の
ためのJリートフェア２０１６】

� ２０１６年１１月２６日開催
� ARES・東京証券取引所共同主催
� 約１６００名来場

【IR活動】
� ２０１６年８月～１１月末に全国の地域金融機関及び機関投資家を中心に２５社訪問
� 個人投資家向けイベントに積極的に参加

【SMBC日興 JREITフェア２０１６】

� ２０１６年１０月３０日開催
� SMBC日興証券㈱主催
� 約６００名来場

【SMBC日興 JREITフェア２０１６】

� ２０１６年１０月３０日開催
� SMBC日興証券㈱主催
� 約６００名来場

【今後の活動予定】

� ２０１７年２月２２日 SMBC日興証券株式会社 広島支店

� ２０１７年２月２２日 野村證券株式会社 広島支店

� ２０１７年２月２４日 東証IRフェスタ２０１７ 「Ｊリートコーナー」ミニセミナー開催

� ２０１７年３月１７日 ダイワＪリートキャラバン２０１７札幌 参加



2424６．業績予想 ～第２期（２０１７年６月期）及び第３期（２０１７年１２月期）予想～

第１期
実績
(a)

第２期
予想
(b)

差異
(b)-(a)

第３期
予想
(c)

差異
(c)-(b)

第１期実績と第２期予想の差異要因
[百万円]

営業収益
（百万円）

６０８ ７２４ +１１５ ７２４ ０

●営業収益の増加＋１１５
営業期間５ヶ月

↓
営業期間６ヶ月による賃料増＋１１５

●営業費用の増加＋１４３
固定資産税等＋５９
営業期間５ヶ月

↓
営業期間６ヶ月による営業費用＋８４

●営業外費用の減少▲２２２
金融関連費用▲８８
その他営業外費用▲１３４

営業利益
（百万円）

３２６ ２９８ ▲２８ ２９７ ▲１

経常利益
（百万円）

５１ ２４５ +１９４ ２４５ ０

当期利益
（百万円）

４９ ２４４ +１９５ ２４４ ０

１口当たり分配金（円）
（利益超過分配を含む）

９７７ ３,２１０ +２,２３３ ３,２０３ ▲７

第２期予想と第３期予想の差異要因
[百万円]

１口当たり分配金（円）
（利益超過分配を含まない）

５４５ ２,６９３ +２,１４８ ２,６８６ ▲７

●営業費用の増加＋１

１口当たり利益超過分配金（円）

４３２ ５１７ +８５ ５１７ ０
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９７７円

３，２１０円 ３，２０３円

５７６円

６．業績予想 ～第２期（２０１７年６月期）及び第３期（２０１７年１２月期）予想～

（円）

第２期より巡航分配金１口当たり分配金（利益超過分配を含む）１口当たり分配金（利益超過分配を含む）



2626７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～レジデンス・商業施設 平均CAPレート及び平均稼働率～

出所 ： 上場 J-REIT 公表資料を基に、一般財団法人日本不動産研究所にて作成

（注）上場J-REITが継続保有するレジデンス又は商業施設を対象にした平均稼働率を少数第２位を四捨五入して示したものです。東京圏に所在する不動産や地方に所在する不動産の全てを対象としたもので
はなく、東京圏に所在する不動産と地方に所在する不動産の稼働率の一般的な傾向を示すものではありません。 なお、上場J-REIT が期中に取得又は売却した物件及び上場 J-REIT公表資料において期末
鑑定評価における直接還元法の還元利回りが開示されていない物件並びにレジデンスに関して平均居室面積が１００㎡以上の物件を除外しています。

〈上場 J-REIT 保有 平均CAPレート〉レジデンス 〈上場 J-REIT 保有 平均CAPレート〉商業施設

〈上場 J-REIT 保有 平均稼働率〉 〈上場 J-REIT 保有 平均稼働率〉商業施設レジデンス



2727７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～商業施設 マーケット動向①～

ドラッグストア 年間販売額前年比５.８％UP、百貨店 店舗数前年比２.８％DOWN

各種商品小売業の年間販売額・店舗数推移

出所 ： 経済産業省「商業動態統計」を基に、本資産運用会社にて作成

百貨店 スーパー
コンビニエンス

ストア

ドラッグストア ホームセンター

２２０

２４０

２６０

２８０

２,０００

４,０００

６,０００

８,０００

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

年間販売額 店舗数

店舗百万円

４,６５０

４,８００

４,９５０

５,１００

５,２５０

１１,０００

１２,５００

１４,０００

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

年間販売額 店舗数

店舗百万円

４２,０００

４８,０００

５４,０００

６０,０００

４,０００

８,０００

１２,０００

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年

年間販売額 店舗数

店舗百万円

１２,０００

１２,６００

１３,２００

１３,８００

１４,４００

２,０００

４,０００

６,０００

2014年 2015年 2016年

年間販売額 店舗数

店舗百万円

４,０００

４,０８０

４,１６０

４,２４０

４,３２０

２,０００

３,０００

４,０００

2014年 2015年 2016年

年間販売額 店舗数

店舗百万円 百万円 店舗
家電大型専門店



2828７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～商業施設 マーケット動向②～

食品・薬・雑貨や日用品・大型家電等は実店舗購入割合高＝消費者の安定したニーズ

実店舗及びインターネットにおいて購入する商品別割合

出所 ： 総務省「ICTの進化がもたらす社会へのインパクトに関する調査研究」

（注）世代（10代、20代、30代、40代、50代以上）と男女比が均等になるように抽出して平成26年3月に行ったインターネットアンケート調査に基づいています。

82.8



2929７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～商業施設 マーケット動向③～

新設届出件数は安定的に推移、店舗の小規模化

大規模小売店舗における新設届出件数・大規模小売店舗新設届出床面積の推移

出所 ： 経済産業省「大店立地法届出の概要表」を基に、本資産運用会社にて作成
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札幌市 広島市

福岡市 仙台市

出所 ： シービーアールイー株式会社「ジャパンオフィスマーケットレビュー」を基に、本資産運用会社にて作成

札幌市・福岡市で空室率過去最低値更新、主要都市で賃料上昇継続

２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年

２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年
２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年

７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～オフィス 空室率・成約賃料～

空室率 想定成約賃料

空室率 想定成約賃料 空室率 想定成約賃料

空室率 想定成約賃料
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出所：国土交通省観光庁「旅行・観光消費動向調査」を基に、
本資産運用会社にて作成

出所 ： 本政府観光局（JITO）「訪日外客数の動向」を基に、
本資産運用会社にて作成

〈日本人国内延べ宿泊旅行者数の推移〉 〈訪日外国人旅行者数の推移〉

日本人における国内宿泊旅行者数
安定的な国内需要

訪日外国人旅行者数の増加率縮小
中長期期な需要面でのプラス影響に期待

31,753 31,356 31,555 32,042 
29,734 31,299 

０

５,０００

１０,０００

１５,０００

２０,０００

２５,０００

３０,０００

３５,０００

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年

万人
万人

７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. 〜ホテル 旅客数推移～



3232７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. 〜ホテル 稼働率・宿泊者数～

出所：国土交通省観光庁「都道府県別延べ宿泊者数推移表」を基に、
本資産運用会社にて作成

出所 ：国土交通省観光庁「旅行・観光消費動向調査」を基に、
本資産運用会社にて作成

〈全国_宿泊施設タイプ客室稼働率〉
〈日本人国内延べ宿泊旅行者の

宿泊施設別宿泊者数の推移〉

宿泊特化型ホテル
過去５年間右肩上がりで推移

ホテル宿泊者数は、旅館宿泊者数
の約２．６倍
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北海道・東北エリア

７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～ポートフォリオ エリア一覧～

東京圏

東海エリア

中国・四国エリア

九州エリア

近畿エリア

甲信越・北陸・北関東エリア



3434７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～第１期末鑑定評価額～

物件番号 物件名称 所在地 分類 取得価格
取得時鑑定
評価額(ａ)

第１期末鑑定
評価額(ｂ)

鑑定評価額
差異

(ｂ)－(ａ)

鑑定NOI
利回り（１）

Rp-０１ アルティザ仙台花京院 宮城県仙台市 レジデンス ２,７３０ ３,３７０ ３,４５０ +８０ ７.１%

Rp-０３ アルティザ上前津 愛知県名古屋市 レジデンス ４００ ４９７ ５０６ +９ ６.８%

Rp-０３ アルティザ博多プレミア 福岡県福岡市 レジデンス １,０６０ １,１５０ １,１９０ +４０ ６.７%

Rp-０４ アルティザ博多駅南 福岡県福岡市 レジデンス ５００ ５１４ ５４６ +３２ ６.５%

Rt-０１ アルティザ池尻 東京都世田谷区 レジデンス ６１０ ６３９ ６５８ +１９ ４.６%

Rt-０２ アルティザ都筑中央公園 神奈川県横浜市 レジデンス １,０５０ １,０７０ １,１００ +３０ ６.０%

Rt-０３ アルティザ川崎ＥＡＳＴ 神奈川県川崎市 レジデンス ７８０ ８６８ ８８５ +１７ ６.７%

Rt-０４ アルティザ相武台 神奈川県座間市 レジデンス １,１３０ １,２４０ １,２６０ +２０ ６.８%

Cp-０１ ＭＲＲおおむた 福岡県大牟田市 商業施設 １,２５０ １,２６０ １,２６０ ０ ７.１%

Cp-０２ 垂水駅前ゴールドビル 兵庫県神戸市 商業施設 ５００ ５０３ ５０６ +３ ６.４%

Cp-０３ Ｆｏｏｄａｌｙ青葉店 宮崎県宮崎市 商業施設 ２５０ ３８９ ３９３ +４ １０.３%

Cp-０４ ヤマダ電機テックランド三原店 広島県三原市 商業施設 ２,０００ ２,６００ ２,６２０ +２０ ８.６%

Cp-０５ ヤマダ電機テックランド時津店 長崎県西彼杵郡 商業施設 ９５０ １,０６０ １,０９０ +３０ ７.９%

Cp-０６ セブンイレブン甲府相生１丁目店（底地） 山梨県甲府市 商業施設 ２２０ ２２０ ２２０ ０ ６.６%

Hp-０１ ルートイン一宮駅前 愛知県一宮市 ホテル ７４０ ８２６ ８３８ +１２ ６.８%

Op-０１ ＭＲＲデルタビル 広島県広島市 オフィス １,２００ １,２１０ １,２４０ +３０ ６.４%

Op-０２ プレスト博多祇園ビル 福岡県福岡市 オフィス ８００ ９１０ ９５１ +４１ ６.１%

合計 １７物件 １６,１７０ １８,３２６ １８,７１３ +３８７ ７.０%

（１)第１期末鑑定NOI÷取得価格で算出しています。

(単位：百万円)



3535７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～個別物件収支①～

投資エリア 地方

物件番号 Rp-０１ Rp-０２ Rp-０３ Rp-０４ Cp-０１ Cp-０２ Cp-０３ Cp-０４ Cp-０５

物件名称
アルティザ
仙台花京院

アルティザ
上前津

アルティザ
博多プレミア

アルティザ
博多駅南

ＭＲＲ
おおむた

垂水駅前
ゴールドビル

Ｆoodaly
青葉店

ヤマダ電機
テックランド

三原店

ヤマダ電機
テックランド

時津店

取得年月日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日

価格
情報

取得価格 （百万円） ２,７３０ ４００ １,０６０ ５００ １,２５０ ５００ ２５０ ２,０００ ９５０

投資比率 １６.８% ２.４% ６.５% ３.０% ７.７% ３.０% １.５% １２.３% ５.８% 

期末帳簿価額 （百万円） ２,７９２ ４１３ １,０８７ ５１４ １,２７２ ５０２ ２５２ ２,００５ ９５６

賃貸借
情報

賃貸可能面積 （㎡） ９,８１０.３７ １,０９６.４８ ３,８０４.３９ １,６９１.５０ ６,４０４.７６ ６７８.５７ １,７２９.３０ １１,５７９.１９ ５,９９８.１５

賃貸面積 （㎡） ９,６９６.３７ １,０２１.７２ ３,４７９.３１ １,５４４.１４ ６,４０４.７６ ６７８.５７ １,７２９.３０ １１,５７９.１９ ５,９９８.１５

稼働率 ９８.８% ９３.２% ９１.５% ９１.３% １００.０% １００.０% １００.０% １００.０% １００.０%

収支

①運用日数 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日

②賃貸事業収益合計 （千円） １０９,１３９ １４,８８０ ４０,２５４ １７,９２８ ４６,２２１ １７,３３２ １３,５９０ ※ ※

賃貸事業収入 １０６,５２８ １４,５９７ ３７,６６６ １７,１１６ ４６,１７６ １６,１８４ １３,５９０ ※ ※

その他賃貸事業収入 ２,６１０ ２８３ ２,５８８ ８１２ ４４ １,１４８ - ※ ※

③賃貸事業費用合計 （千円） ９,８８０ １,７８１ ７,４８８ ３,１１２ ４,９０４ ６,２６３ １,９６５ ※ ※

管理委託費 ６,５３８ １,１１９ ３,１７４ １,７１４ １,９６０ ９８０ ４０７ ※ ※

公租公課 ２１ １ ３ ２ １７ ２ ９ ９ ９

水道光熱費 １,００２ １２４ ５５２ ３８１ ６７ １,２５９ - - -

修繕費 １,３９３ １３４ ３,２５３ ５９２ ２９３ ３,７９０ - ２５９ -

保険料 ４１１ ５９ １５８ ６５ １３６ ２２ ３８ ３１３ １９９

信託報酬 １８３ １８７ １８３ １８３ １８７ １８３ １８３ １８３ １８７

その他賃貸事業費用 ３３０ １５４ １６１ １７３ ２,２３９ ２４ １,３２６ １２５ ３,３８１

④NOI（ = ②-③） （千円） ９９,２５８ １３,０９９ ３２,７６６ １４,８１６ ４１,３１７ １１,０６９ １１,６２４ ※ ※

⑤減価償却費 （千円） ２５,３２１ ３,７２４ １３,４２０ ５,７６４ １１,８９３ ４,１１９ ３,３５６ １５,８５１ ５,２１７

⑥賃貸事業利益（ = ④-⑤） （千円） ７３,９３７ ９,３７４ １９,３４５ ９,０５１ ２９,４２３ ６,９４９ ８,２６８ ※ ※

⑦資本的支出 （千円） - - - - - - - - -

⑧NCF（ = ④-⑦） （千円） ９９,２５８ １３,０９９ ３２,７６６ １４,８１６ ４１,３１７ １１,０６９ １１,６２４ ※ ※

※ テナント希望により非開示としています。



3636７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～個別物件収支②～

投資エリア 地方 東京圏
物件番号 Cp-０６ Hp-０１ Op-０１ Op-０２ Rt-０１ Rt-０２ Rt-０３ Rt-０４

物件名称
セブンイレブン

甲府相生
１丁目店（底地）

ルートイン
一宮駅前

ＭＲＲ
デルタビル

プレスト
博多祇園ビル

アルティザ
池尻

アルティザ
都筑中央公園

アルティザ
川崎ＥＡＳＴ

アルティザ
相武台

取得年月日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日 ２０１６年８月１日

価格
情報

取得価格 （百万円） ２２０ ７４０ １,２００ ８００ ６１０ １,０５０ ７８０ １,１３０

投資比率 １.３% ４.５% ７.４% ４.９% ３.７% ６.４% ４.８% ６.９% 

期末帳簿価額 （百万円） ２２３ ７４１ １,２０９ ８０３ ６２１ １,０６７ ７９３ １,１４８

賃貸借
情報

賃貸可能面積 （㎡） ９０４.２７ ３,８６０.８１ ３,０５３.５７ １,９３１.４７ ６４１.１６ ３,７３１.７５ ３,０５５.８０ ５,７０３.７３

賃貸面積 （㎡） ９０４.２７ ３,８６０.８１ ３,０５３.５７ １,９３１.４７ ６４１.１６ ３,６０２.８７ ３,０５５.８０ ５,５６３.８８

稼働率 １００.０% １００.０% １００.０% １００.０% １００.０% ９６.６% １００.０% ９７.６%

収支

①運用日数 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日 １５３日

②賃貸事業収益合計 （千円） ６,５００ ※ ４７,５６４ ２５,０００ １３,９６０ ３４,１４４ ２５,０４８ ４３,３３１

賃貸事業収入 ６,５００ ※ ４２,４１７ ２５,０００ １３,６３５ ３２,５３７ ２５,０４８ ４２,７２３

その他賃貸事業収入 - ※ ５,１４６ - ３２５ １,６０６ - ６０８

③賃貸事業費用合計 （千円） ３９９ ※ ９,８４５ ２,３８４ ２,３７４ ５,７７２ ２,２６８ ６,１５８

管理委託費 １９５ ※ ３,１９０ １,９６７ １,８７７ ３,０９８ １,０１８ ３,９６６

公租公課 ９ ９ ５ ３ １ ３ ９ ５

水道光熱費 - - ４,９２７ - １２０ ２２０ - ４７４

修繕費 - - ８４５ - １４７ ２,１００ ９４５ ９２１

保険料 - １５０ ２０５ ９５ ３５ １６２ １０８ ２７３

信託報酬 １８３ １８７ １８３ １８３ １８７ １８７ １８７ １８７

その他賃貸事業費用 １１ ５８ ４８７ １３４ ４ ０ ０ ３２９

④NOI（ = ②-③） （千円） ６,１００ ※ ３７,７１８ ２２,６１５ １１,５８５ ２８,３７１ ２２,７８０ ３７,１７３

⑤減価償却費 （千円） - ９,１３７ １１,６５０ ５,６９５ ２,０８４ ２,２７０ ４,３８７ ７,８３７

⑥賃貸事業利益（ = ④-⑤） （千円） ６,１００ ※ ２６,０６８ １６,９２０ ９,５０１ ２６,１０１ １８,３９２ ２９,３３６

⑦資本的支出 （千円） - - ６,６４２ - - ３,１４７ - ９５０

⑧NCF（ = ④-⑦） （千円） ６,１００ ※ ３１,０７６ ２２,６１５ １１,５８５ ２５,２２３ ２２,７８０ ３６,２２２

※ テナント希望により非開示としています。



3737
（単位：千円）

第１期 損益計算書
自 平成２８年 ２月 ５日

至 平成２８年１２月３１日

営業収益

賃貸事業収入 ５９３,３１８

その他賃貸事業収入 １５,１７５

営業収益合計 ６０８,４９３

営業費用

賃貸事業費用 ２０７,１５１

資産運用報酬 ３３,２３２

資産保管手数料 ２,１７２

一般事務委託手数料 ９,７５６

役員報酬 ４,４００

公租公課 １２,４５５

その他営業費用 １２,５４９

営業費用合計 ２８１,７１７

営業利益 ３２６,７７５

営業外収益

受取利息 ７

受取保険金 ２７０

営業外収益合計 ２７７

営業外費用

支払利息 ３０,１２６

創立費 ５５,３７１

投資口交付費 ７９,８９８

融資関連費用 １００,９４６

その他 ９,６０２

営業外費用合計 ２７５,９４５

経常利益 ５１,１０８

税引前当期純利益 ５１,１０８

法人税、住民税及び事業税 １,５４４

法人税等調整額 △ ２５

法人税等合計 １,５１８

当期純利益 ４９,５８９

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） ４９,５８９

第１期

(平成２８年１２月３１日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ４２０,９４９

信託現金及び信託預金 １,５９２,７１６

営業未収入金 １,５０５

前払費用 ２７,８６０

繰延税金資産 ２５

未収消費税等 ４７８,８６８

その他 ２３２

流動資産合計 ２,５２２,１５８

固定資産

有形固定資産

信託建物 ７,７１５,７４０

減価償却累計額 △ １２５,３７１

信託建物（純額） ７,５９０,３６８

信託構築物 １８３,６８０

減価償却累計額 △ ３,９２２

信託構築物（純額） １７９,７５７

信託機械及び装置 １１４,３３１

減価償却累計額 △ ２,２８３

信託機械及び装置（純額） １１２,０４７

信託工具、器具及び備品 ９２３

減価償却累計額 △ ３４

信託工具、器具及び備品（純額） ８８８

信託土地 ８,５１８,９５９

有形固定資産合計 １６,４０２,０２３

無形固定資産

信託借地権 ４,６０２

ソフトウェア ５,３１３

無形固定資産合計 ９,９１６

投資その他の資産

差入保証金 １０,０００

信託差入敷金及び保証金 １３,５００

長期前払費用 ５４,０１６

投資その他の資産合計 ７７,５１６

固定資産合計 １６,４８９,４５５

資産合計 １９,０１１,６１４

第１期

(平成２８年１２月３１

負債の部

流動負債

営業未払金 ３９,８７０

短期借入金 １,１８８,０００

１年内返済予定の長期借入金 ３０,０００

未払費用 ６１,５８８

未払法人税等 １,５４３

前受金 １１４,１００

１年内返還予定の信託預り敷金及び保証金 ５１,４５７

その他 ９,７４１

流動負債合計 １,４９６,３０２

固定負債

長期借入金 ８,２９２,５００

信託預り敷金及び保証金 １,０８１,０２７

資産除去債務 １８,１６３

その他 ７

固定負債合計 ９,３９１,６９８

負債合計 １０,８８８,００１

純資産の部

投資主資本

出資総額 ８,０７４,０２３

剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） ４９,５８９

剰余金合計 ４９,５８９

投資主資本合計 ８,１２３,６１３

純資産合計 ８,１２３,６１３

負債純資産合計 １９,０１１,６１４

７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～第１期貸借対照表・損益計算書～

第１期 貸借対照表 （平成２８年１２月３１日）



3838７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～投資主の状況（２０１６年１２月３１日時点）～

順位 氏名、商号又は名称
保有する
投資口数

保有割合

１ 株式会社マリモ １０，０００口 １１．０%

２
資 産 管 理 サ ー ビ ス 信 託 銀 行 株 式 会 社
（証券投資信託口）

７，８９３口 ８．７%

３
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

５，８７５口 ６．５%

４
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社
（信託口）

３，２３０口 ３．６%

５ 野村信託銀行株式会社（投信口） ３，１２８口 ３．４%

６ 全国共済水産業協同組合連合会 １，７５９口 １．９%

７ 世界心道教 １，１２６口 １．９%

８ 大和証券株式会社 ９１０口 １．０%

９ 一般社団法人再生事業支援開発 ８７６口 １．０%

１０
ＣＨＡＳＥ ＭＡＮＨＡＴＴＡＮ ＢＡＮＫ ＧＴＳ ＣＬ
ＩＥＮＴＳ ＡＣＣＯＵＮＴ ＥＳＣＲＯＷ

８６６口 １．０%

計 ３５，６６３口 ３９．２%

投資主数比率投資主数比率

投資口数比率投資口数比率

（1）上位１０社の保有する投資口３５，６６３口を、発行済み投資口数９０，９６８口で除し、少数点以下第２位を四捨五入して算出しています。

(1)



3939７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～投資法人・資産運用会社概要（２０１７年１月３１日時点）～

■資産運用会社の概要

商号 マリモ・アセットマネジメント株式会社

代表取締役社長 北方 隆士

資本金 １億円

従業員数 １２名

金融商品取引業登録 登録番号：関東財務局長（金商）第２８８５号

取引一任代理等認可 認可番号：国土交通大臣認可第９８号

宅地建物取引業免許 免許証番号：東京都知事(１)第９８０９７号

■投資法人の概要

名称 マリモ地方創生リート投資法人

証券コード ３４７０

所在地 東京都港区虎ノ門一丁目１番２１号

執行役員 北方 隆士

保有物件数 １７物件

取得価格 １６１．７億円

決算期 ６月期（１月１日～６月３０日）および１２月期（７月１日～１２月３１日）



4040７．Ａｐｐｅｎｄｉｘ. ～利回り計算～

年間予想分配金
６,４１３円 （第２期予想３,２１０円 第３期予想３,２０３円）

％
＝

【参考】
１０年国債利回り ０.０８%
Ｊリート平均利回り ３.６%

（２０１７年 月 日終値）

（２０１７年１月末時点）

（２０１７年１月末時点）

円
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� 本資料は情報提供のみを目的としたものであり、特定の商品についての投資の募集、勧誘や売買の推奨を目的としたものではありませ
ん。マリモ地方創生リート投資法人の投資口にご関心のある方は各証券会社にお問い合わせください。また、最終的な投資決定は、投資
家ご自身の責任と判断でなさいますようお願い致します。

� 本資料は、金融商品取引法、投資信託及び投資法人に関する法律、東京証券取引所上場規程又は、一般社団法人投資信託協会の規
則並びにその他関連法令、関係諸規則に基づく開示書類や運用報告書ではありません。

� 本資料内の数値について、特段の注意書きがない場合は、単位未満切捨て。割合については、小数第２位を四捨五入しています。

� 本資料のデータ・分析等は、過去の一定期間の実績に基づくものであり、将来の運用成果及び変動等を保証するものではありません。ま
た、本資料の内容には、将来の業績に関する記述が含まれていますが、このような記述は将来の業績を保証するものではありません。加
えて、本資料の内容にはマリモ地方創生リート投資法人及びマリモ・アセットマネジメント株式会社の分析・判断そのほかの見解が含まれ
ていますが、これらは現時点の見解を示したものにすぎず、異なった見解が存在し、今後見解が変更される可能性があります。また、不動
産投資信託は、運用する不動産の価格や収益力の変動により、投資元本を割り込むおそれがあります。

� 本資料で提供している情報に関しては、未監査でありその正確性及び完全性を保証するものではありません。また、予告なしにその内容
が変更または廃止される場合がありますので、予めご了承ください。

� 本資料に基づいてとられた投資行動等の結果については、マリモ地方創生リート投資法人及びマリモ・アセットマネジメント株式会社は一
切責任を負いません。

� 事前の承諾なしに本資料に掲載されている内容の複製・転用等を行うことを禁止いたします。

� マリモ・アセットマネジメント株式会社は金融商品取引法に基づく金融商品取引業者（関東財務局長（金商）第２８８５号、一般社団法人投
資信託協会会員）です。

資料お問い合わせ先 TEL：０３-６２０５-４７５５ mail: info@marimo-am.co.jp IR担当 西谷（にしたに）

Dｉｓｃｌａｉｍｅｒ
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